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要約
オランダは国土の面積では、日本の九州より1.3%小さい程度の国であるが、早くから
干拓を行い、国土を自らの力で、つくってきた。この計画力は19世紀から20世紀に入って、
近代の都市を形成していくにあたっても遺憾なく発揮された。オランダの都市構造は日本
のような一極集中ではなく、都市機能をアムステルダム(商業)、ハーグ(政治)、ロッテ
ルダム(工業)などというふうに分散させ、さらに1901年の住宅法の制定以降、公共の住
宅政策において、注目すべき実績をつくりだしてきた。
オランダは、戦後の福祉国家の形成においても、ユニークな実績を残してきた。労働者
に対しては、失業保障に加えて、就労不能保障という日本にみられない制度をっくり、ま
た最低賃金と公的扶助、国民の年金を連動させ、実質的に国民の福祉の高い水準を実現し
た。さらに高齢化社会における介護については、「特殊医療保険」という独自の制度を
1967年に制定し、合わせて福祉の公共的サービスの高い水準を実現した。
これらの制度を日本の国民年金、介護保険の制度と比較したとき、オランダの制度の著
しい特色は、低所得者への負担をさせないシステムになっていることである。それは所得
税のかなりの部分を年金の財源と介護保障の財源に充てているために、課税最低限以下の
所帯に介護保障は得られるがその保険費用の負担はかからない。所得再配分が文字通り実
現している。
しかし近年オランダにおける国外からの移民の増大と、アブセンテイズム(福祉制度の
乱用)が圏内の政治問題となり、政権の不安定が表面化するなど難しい問題を抱えている。
-東京都立大学都市研究所客員教授
.・前都留文科大学教授
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1.オランダという国
第一部(本誌第74号)とやや重複するが、都市
政策や国土政策の本論に入る前提として、日本と
対比したオランダ本国の特色、あるいはオランダ
の常識から日本を見るといかに異なった点がある
かをまず見ょう。
第ーに、オランダの国土面積は41，526平方キロ
メートルで、わが九州より僅か1.3%小さい。し
かし人口は1，598万 (2000年)で、九州のそれよ
り19%多い(同年度国勢調査)。それだけ人口密
度が大きいように見えるが、実際はオランダの国
土は極めて平坦で、同国内で一番高い山といって
も、南端にある標高321メートルの丘にすぎない。
それにたいし、九州では標高1千メートルを越え
る阿蘇、高千穂、霧島や天草の山々が重なり、平
野部はごく限られる。可住地面積あたりの人口密
度は、九州(同じく日本全体)の方が実質では遥
かに高し、。
さらに日本(そして死海一帯を除く世界の大部
分)と異なり、オランダ国土の4分の 1は海面下
の低きにある。つまり13世紀の頃から、国民をあ
げてボルダー (Polder低地を排水した干拓地)
の造成に努力し、北海の荒波に抗して低い土地を
守る堤防は延長2，400キロメートルにも及ぶ。こ
れは何百年にもわたる大事業であり、多くの国民
が協力一致せねば不可能なところであった。各人
が相応の負担を平等にしながら協力し、全体の利
益を大きくあげようとして始めて達成できるもの
だ。宗教面でもカトリック(人口の36%)、プロ
テスタント(同20%)、回教 8%などが同和して
いる。これらの要因から、本誌第一部2で「ワッ
セナ一合意」としてのべたような、政府、財界、
労働組合の三者一体の負担と協力があって達成で
きたのである。
地理的には、日本がアジアで東端の孤島として、
長く外国の直接武力侵略を経験せずに来た(例外
は13世紀の元冠と第二次大戦における沖縄)のに
たいし、オランダはヨーロッパ列強に固まれてき
た。そして16世紀にはスペインの支配下となった
が、 17世紀に独立してその国際的交易中心の位置
を利用し、東インド会社を設立し商業貿易活動を
盛んに行い、豊かな商人層を育て、自由独立の気
風を高めた。そして文化芸術面で、「愚神礼賛J
を著わしたエラスムス (1466頃-1536)、国際法
の父といわれ「海洋自由論」を著わしたグロチウ
ス(1553-1645)、芸術におけるレンプラント
(1606-60)やフエルメール(1632-75)などを
生み出した。
アジアにおける離れ小島の日本は、 17世紀に入
り鎖国政策をとったが、西欧文明へ唯一例外とし
て聞かれた窓が、まさに上記の国際貿易と自由独
立時代に輝くオランダであり、江戸時代の知識層
に医術などを通し強烈な刺激を与えた。この前後
イギリス航海条例を機とする英蘭戦争 (1652)か
ら、ベルギの独立(1830)、第一次世界大戦な
どを経験した。さらに第二次大戦でナチスドイツ
に占領され、政府とウイルヘルム女王の英国亡命
といった苦労を経た。また大戦後に植民地だった
インドネシアの独立をみるなどの曲折を経たが、
以後同国は、海と空で世界に聞かれるユーロポー
トやスキポール空港をっくり、ヨーロッパ共同体
の中心として復興・発展をしてきている。
2.オランダの都市政策
a)宅地所有と都市の配置
オランダの都市政策を論じる場合、その前提と
して都市における宅地所有のありかたを知らねば
なるまい。ここの既成市街地においては、日本の
都市における地価(平方メートル当たり30万円と
か50万円といった宅地自身の値段)は表示されな
い。ここでは建築物(主弱)は半永久と観念され、
宅地と一体として不動産全体の価格が表示される。
そこち
そして宅地(底地)は、多くの場合公有(例えば
アムステルダムでは19世紀末から市有地が拡大さ
れ現在市域の8割に及ぶ)であり、各物件の宅地
は期限付き(多くは30年とか50年)賃借の形をと
る。契約更新の際、その時の市況に応じて賃借料
(地代)が更改される。(他の例として、ロンドン
や旧香港では多くの宅地は女王の所有とされ、ス
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トックホルム市では20世紀初から市有地が拡大さ
れ今は市の面積の8割ほどとなっている。)
さらに一国における都市の配置をみるに、かつ
ての江戸は世界に例をみない参勤交代制をとり
0635より)、全国の大名や家臣を江戸に集中させ
(ポーランドでも地方に住む貴族たちが首都ワル
シャワに大邸宅を構えたが意義は違う)超大都市
を築いた。明治に入りその江戸城が東京城・宮城
・皇居となり、東京と名は代わったが同じく中央
集権の中心で、あり続け、特に第二次大戦以後は圧
倒的に一極集中を強化し、人口が1，200万、首都
50キロ圏で3，000万を超えてきた。
これに対しオランダの伝統的都市配置のあり方
は、そうした一極集中を排し、最大限に自然(緑)
を残しながらその周辺に都市機能を分散させてい
る。具体的には、南北ωキロメートル東西50キロ
メートルほどの緑地(グリーンハート)の北に首
都アムステルダム(人口72万)、南西に行政の中
心や王宮のあるハーグ(同44万)や学問のライデ
ン、南に経済と海運のロッテルダム (59万)、東
に交通のユトレヒト (23万)などを分散配置し、
ランドスタット(緑の都市)と称し多核ネットワー
ク市群を形成させている。各都市はその機能を自
己完結的に備えているから、通勤は主にその都市
内ですみ、東京のように郊外から大勢が毎日満員
電車による遠距離長時間通勤を続ける現象は見ら
れない。そのため、 2002年9月に日本を訪れたオ
ランダ政府のハインスブルック経済相は、帰国後
「秩序と礼儀の町東京で、ネクタイ背広姿のハー
ドワーカーたちは、電車の席に座るとほとんど皆
眠っているJと驚きの報告をしている。確かに、
オランダをはじめ世界の先進大都市の常識では、
都心部の地下鉄を除き、電車に座席いっぱいに乗
客が座り立つ人が何人か出る状態を、すでに超満
員とみなすだろう。
次に例をアムステルダム市にとると、約8平方
キロメートルの都心地区の建物の4割に当たる石
造6，700棟が歴史的建造物に指定されている。日
本式にいえば、新築から100年いや200年を経てい
るが、それを壊して新しく高層ビルを建て並べる
ことをせず、現在の伝統的な歴史景観を第一に尊
重しようとする。そこにある寺院、劇場、美術館
などが旧市域の価値を高め、中上流の人々をひき
つけ、そこにおける不動産価値を建物の改築・改
装などで保存し高めようとするのである。この点
はパリも共通し、ビジネス用高層オフィスビルは
デファンスなど周辺に造るし、ウィーン中心部も
教会などの特例を除き、建築物の高さは街路樹以
上は許されない。
b)都市・住宅政策の展開
オランダに都市問題が深刻化したのは19世紀末
といえよう。先進国イギリスから半世紀ほど後れ
るが、この頃植民地からの富流入などとあいま
ち、本格的産業革命を経験し、都市への労働者の
大量流入をみた。例えばアムステルダムの人口は、
1870年の25.6万から1900年に51.1万と倍増してい
る。それに伴い、スラムが市内に拡がり、地下室
居住者や一部屋への過密居住が増え、コレラなど
伝染病の大流行を経験した。ここから19世紀末に
貧しい労働者達の居住条件の調査や公衆衛生への
関心が高まり(このイギリスでの前例は柴田著
「現代都市論J(東京大学出版会1976年)の第l章
第3節等参照)、 1901年に「住宅法J(Housing 
Act)の制定をみた。名目は住宅法だが、内容は
広く土地利用や都市計画、地方自治強化によるス
ラムクリアランスなどを含み、非営利団体の「住
宅協会J(Housing Association)による低家賃
住宅建設を促進しようとした。
第二次大戦におけるナチスドイツの占領・破壊、
表 1 住宅ストックの総戸数と所有形態別比率
(%、千戸)
年 持家
社会賃貸 民間借家
その他 合計戸数
住宅 個人法人
1947 28 12 54 6 2，117 
1967 32 35 24 9 3，450 
1975 39 41 13 7 4，281 
1985 43 41 8 6 2 5，お4
1993 46 40 8 5 1 6，304 
角橋徹也・塩崎賢明「オランダ住宅政策の構造的改革に関す
る研究j日本建築学会計画系論文集 (2002年 9月)196ペー
ジより
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戦後の出生率急増や移民の流入などで、住宅への
需要が大きく高まった。こうして政府補助金によ
る低所得者向け「社会賃貸住宅J(Social Rented 
Housing SRH)の建設に力が入れられた。ただ
その後1970年中頃のオイルショックあたりから住
宅需要が一段落し、また社会賃貸住宅居住者に収
入増加家族が出てきたりしたため、持ち家増加の
方に力点がおかれ始めている。全戸数におけるそ
れぞれの比重は表1のように変化した(注(1))。
c)団地政策の推進と転換
前項に述べた如く、第二次大戦による住宅破壊
と人口急増で、アムステルダム市の人口も大き
く膨れ、住宅需要は急激に高まった。しかし運河
に沿い馬蹄型に広がる旧市域は歴史的建造物と
して修復維持に努めてそのまま保存させ、 1935年
に策定されたアムステルダム総合拡張計画
(Amsterdam General Extension Plan GEP-
自治体に強い権限を与え、国はこれに十分な財政
援助を行う)の1962年改定を通じ、新しく市域外
の南東部自治体を分割吸収し、ベルマミーア
Bijmermeer地区(都心部から南東7.5キロメート
ル)の湖水と湿地を干拓し、総面積700ヘクター
ル、総戸数1.4万、計画人口 6万の社会賃貸住宅
としての大住宅団地建設計画を進めることが決定
された。
実際の工事は、まず270万立方メートルの土砂
と煉瓦を使用しての大規模干拓と盛士作業から始
まり、 1966年にそれが一段落すると、周年12月
Van Hall市長の杭打ちで建物の建設工事が始まっ
た。ここでル・コルビジェの「輝く都市」の思想、
を採用し、機能主義を重んじ、広大な敷地に幾何
学的な高層住宅団地の建設となる。
ベルマミーア団地
この団地を具体的にみると、主力はPCパネル
工法による11階建てで、 1階は商庖や洗濯室・倉
庫などで占められ、 2階以上が住宅(平均1戸の
床面積100-120平方メートルで、 3寝室、 LR、
BATH) となるが、各区画が6角形の高層住宅
c1辺が100メートル)を蜂の巣状に繋げて31区画
に大きく建てならばせ、 1区画に平均420戸が入
居している。
その特色は巨大なことで、住居内の廊下は直線
でどこまでも長く、階上階下に行く階段がどこに
あるかが、かえって迷う程である。そして大量生
産、低コストに適するよう、統一されたデザイン
で、個性がなく、昔の兵営にいるような感がする。
こうして、戦後の住宅難に迫られて大量生産工事
を、大規模な埋立事業を経て進められたわけだが、
それが完成して入居が始まる1970年代に入ると
(1968年に入居が開始され、 197昨に全工事完鵬、
入居者の所得も向上し、また個性ある住宅デザイ
ンが好まれるようになり、中流階級の入居者たち
が次々と他の地区へ転出し始めた。
代わりにこの頃独立ないし半独立してきた西イ
ンド諸島の旧植民地や発展途上国からの移民が、
このベルマミーア団地に続々と入居してきた。こ
の人たちは、一般に経済水準は低く、オランダの
市民生活にも馴染まず、当初の「未来都市」が
「混乱と荒廃のまち」に化してきた。 1991年初の
同団地居住5.3万人のうち、出身地スリナム31.4
%、アンチル・オランダ8.3%、トルコ1.1%、モ
ロッコ1.2%などとなっている。
こうして現在犯罪が起こり難いように外からの
死角をなくしたり、高層を低層にしたり、住民参
加の実を上げるようにしたり、色々の工夫をして
いる。
3.福祉国家としてのオランダ
a)北欧の福祉国家とオランダ
日本には、近年スウェーデンやデンマークなど
の国が、福祉国家の典型として紹介されてきた。
しかしオランダがスウェーデンとはまた一味ちがっ
た福祉国家であるということはあまり知られてい
ない。中西は、 2001年の3月から 8月まで、オラ
ンダのハーグにある国立・社会科学研究所 (The
Institute of Social Studies)に客員研究員とし
て、留学したが、ロッテルダムにある老人施設を
訪問したさい、「オランダの老人福祉の施策はス
ウェーデンにまさるとも劣らない」という専門家
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の説明を聞いて、共感を覚えた。
高齢者や障害者にやさしい福祉施策の充実した
国という意味では、オランダは北欧諸国と共通し
た特徴をもっている。オランダのみならず、総じ
て西ヨーロッパの国々は、日本の常識からみると
高い福祉の水準と短い労働時間、政治的・社会的・
経済的な民主主義と人権保障のレベルの高さを誇っ
ているように思える。それはヨーロッパに長期に
滞在した人々が誰しも実感することである。
オランダとスウェーデンとの共通性をあげれば、
第1に、いずれも人口のさして大きくない点で小
国(スウェーデンの人口が1999年の数字で885万
3540人、オランダのそれが2001年の数字で、
1，598万7，000人)であること。第2に、いずれもヨ
ーロッパの北方に位置し、厳しい自然と闘いなが
ら、近代の国づくりをすすめてきたこと。第3に
第一次大戦において、いずれも中立を守り、戦争
を回避しつつ、平和的な福祉国家の実現をめざし
たこと。第41こ、 19世紀後半から20世紀にかけて
労働運動、協同組合運動などの社会運動が活発に
発展し、社会民主党や労働党などのいわゆる社会
民主主義政党が政権の座につき、福祉政策を充実
させてきたことなどを挙げることができるだろう。
それに加えて、 21世紀の最初の年に、実際にオ
ランダやスウェーデンを訪れて、いま一つ共通し
た面があることを発見した。それは福祉国家の見
直しと外国からの移民の対策が国家の重大な政策
課題となっており、それと関連して、排外的な感
情も国民の中にあるということであった。これは
すすんだ民主主義と人権感覚が広く根づいている
ことを否定するものではないが、その背景とし
て、後に触れる移民への対策など、福祉国家の存
立をかけた政策をめぐって、政治的な意見のちが
いが圏内にもいろいろとあり、それを生み出す一
般の排外主義的な国民感情も存在していることで
あった。
b)福祉国家研究の視点
福祉国家は、ヨーロッパにおいては、もともと
欧州の北西部の諸国家、イギリス、北欧諸国、オ
ランダ、ドイツなどの国々を指す言葉であった。
これは恐らく、ヨーロッパの南部の国々、とりわ
けフランス、イタリア、スペインなどにおいては、
社会民主主義政党よりも、マルクス主義政党の影
響が強く、ロシア革命やコミンテルンの影響を強
く受けていたのに対し、イギリスやドイツなどに
おいては、社会民主主義政党の影響が強く、戦前・
戦後を通じて、急激な変革よりもも漸進的な社会
改革、すなわち福祉政策の実現を目指す潮流が強
かったからであろう。 1789年のフランス大革命以
来、パりでは、革命と反革命を繰り返してきたが、
イギリスにおいては、労働運動は先進的な歴史を
もっ一方、 J.Sミルやベンサムの思想的影響、
さらにフェビアン協会など、資本主義のもとでの
漸進的改善を目指す考えが主流を占め、さらに早
くから労働党が政権を握り、教育や雇用、社会保
障などの福祉政策において、注目すべき実績を挙
げてきたことに由来しているのであろう。
いわゆる福祉国家論の歴史的・理論的な検討に
は入らないが、工藤恒夫氏は、「福祉国家は、資
本主義が大量の慢性的失業問題など次第に行き詰
まりを呈する1930年代の独占資本主義の高度化段
階で、国家が国民生活の安定を保持するために、
政治的には民主主義と個人の自由を尊重しながら
経済的には、社会保障とともに最低賃金制や完全
雇用政策を整備することによって資本主義的秩序
を維持することを課題に登場した。具体的には、
第二次大戦後のイギリスや北欧諸国において典型
的発展をみた…J(注(2))と紹介されているo
これは従来の一般的な見解であって、そのこと
自体は正しいと思われるが、しかし実際にオラン
ダに滞在して感じたことは、 20世紀よりもはるか
以前からの長い間に歴史的に形成された民主主義
の厚さと深さであった。これは日本が戦後の高度
成長の過程で、ある程度の民主主義や地方自治、
革新自治体の実現や労働運動、住民運動、社会運
動の展開を経験したにもかかわらず、それよりも
はるかに高いレベルの政治的、社会的、経済的な
民主主義を達成しているということであった。し
たがって、その高い福祉や民主主義のレベルを具
体的に紹介することは、同時に日本という国への
批判、反省にもなるのである。
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他方で、それはオランダを理想、の国として紹介
するわけではない。今日のオランダの福祉政策は、
直接には戦前から戦後の50年代にかけて形成され、
60年代にそれが花開いたが、 70年代から80年代に
かけて、深刻な経済危機を経験し、 80年代以降、
今日にいたるまで、 20年かけてその見直しを行っ
てきた。 2002年には、従来の労働党を含む内閣が
一次的にせよ後退し、いわゆる右派と呼ばれる政
党が連立内閣をっくり、福祉の見直しを一層すす
めようとしている。この右派を中心とする政権は
短命で崩壊したが、政治の不安定はなおも続いて
いる。
福祉国家を研究するにあたっては、歴史的に形
成された福祉と民主主義、人権尊重の政治と社会
を忠実に追跡すると同時に、その社会が抱えてい
る特有の問題、矛盾を明らかにしていかねばなら
ない。長い歴史の達成としての高い福祉の水準は、
未だ多くの後進性を抱えている日本にとって、日
本社会を映し出す鏡となると同時に、その社会の
特有の矛盾はいずれ日本が直面する、あるいは現
在直面している矛盾とも共通したものをもってい
るのである。
c)セーフテイネットの厚み
日本とオランダの福祉を比較した場合、まず指
摘しなければならないのは、いわゆるセーフテイ
ネットの厚さである。オランダの社会保障、社会
福祉の制度は複雑であり、その概要はつぎの節に
おいて紹介するが、オランダに比べると、日本の
場合のセーフテイネットはザルのようにボロボロ
である。例えば日本の生活保護を適用されている
被保護実人員は、 2001年度現在、 1，148千人いる。
しかし、実際には、研究者の抽出調査によると、
その15倍程度の受給該当者がいるのではないかと
推計している(注(3))。つまり生活保護を適用さ
れてはいないが、現実に生活保護基準と同程度あ
るいはそれ以下の生活水準の人々がその15倍ぐら
いいることを意味している。しかもそれよりも高
い生活水準にあっても、いっこのような貧困者に
転落するか分からない不安を多くの人が持ち続け
ている。こうした不安から、日本は世界に冠たる
預金大国になっている。
オランダではそういうことはないと断言できる。
オランダでは、最低賃金の額と生活保護の額と最
低の年金額とがリンクしており、そのいずれかの
網にかならずかかるようになっている。しかもそ
の支給される額で十分最低生活ができる条件が整っ
ている。
表2は、中西が2001年にハーグに留学していた
ときに入手した中央省庁(福祉・保健・スポーツ
省)の資料の日本訳であるが、これは生活保護基
準の月額表である。オランダの生活保護基準は、
年齢と家族構成によってその額が定められている。
既婚の夫婦あるいは、法律上結婚していなくても
事実上のパートナーと認定されればよいのだが、
その「夫婦Jの場合には、支給額が、オランダ・
ギルダーで2200.65ギルダー 、 1001.33ユーロであ
る。これを変動相場による為替レートで日本円に
換算すると、月額11万円から12万円になる。これ
を日本人の感覚で低いと思うかもしれない。しか
し実際にはそうではない。オランダでは、日本に
比べて、衣料費や書籍代などは日本とあまり変わ
らないが、肝心の住居費と食費、交通費が安い。
オランダに12年間生活し、 2001年に『物語オラン
ダ人J(文春新書)を出版された倉部誠氏は現地
と日本の購買力平価で比較すると、為替レートの
約2倍になると述べている(注(4))。中西も半年
間現地で3食自炊しながら生活した体験でもそれ
は同様に感じた。住居費も食費も日本と比べてみ
ると、日本の3分1から半分という感じである。
そうすると前記の額は購買力平価に直してみると、
月額22万円から24万円になる。賛沢をするわけに
はいかないが、なんとか生活できる額であると納
得できる。しかも月額支給額に加えて休暇手当が
ついているのも面白い。夫婦の場合、これが
111.26ギルダ一、 50.49ユーロ、為替レートに換
算して月額5千円から 6千円、購買力平価に換算
すると 1万円から 1万2，000円の休暇手当がつい
ているのである。これは生活保護の適用者といえ
ども休暇を楽しむ権利があるという思想だと解釈
しfこL、。
最低賃金と生活保護との関係はどうか。 21歳か
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ら65歳までの既婚の夫婦、あるいはパートナーを
もっ人々に対する生活保護の支給額は、最低賃金
の100%とされており、完全に最低賃金にリンク
している。 21歳から65歳までの片親(寡婦あるい
は寡夫)に対する生活保護の支給額は、最低賃金
の70%とされている。そして単身者に対する支給
額は、最低賃金の50%とされているのである。こ
れは休暇手当を含めて、為替レートで6万3千円、
購買力平価で12万6千円であるから、多いとはい
えないが、一人ならば、生活できない額ではない。
アムステルダムでも、家賃が3万円、食費が3万
円あれば、十分生活ができると、現地に 4年ほど
住んでいる日本人の友人から聞いた。
d)オランダの賃金制度
ところで最低賃金といっても、日本の場合はサ
ービス残業の語のようにあってなきがごとしであ
るが、オランダの場合は決してそうではない。労
使の間で結ぼれる労働協約に基づく賃金の規定は
厳格に実行されるしくみになっている。
オランダでは、企業の属する業種ごとに、労使
の間で、「団体労働協約」が毎年締結される。例
えば、機械金属連盟、商業卸売連盟、運輸連盟な
どの企業連合組織ごとに、労使の間で労働協約が
締結される。オランダの労働組合の存在感は、日
本とはまるでちがう。完全に企業経営者と対等の
存在感がある。それは長い間の労働運動と政治の
歴史によってっくり出されたものである。オラン
ダでは、社会的パートナーという言葉が使われる
が、これは労使のことを意味している(注(5))。
しかしこれを日本流に解釈してはいけない。経営
者に従属した労働組合ではなく、文字通り対等の
地位をもってパートナーになっているのである。
労働協約が各産業別に締結されると、その産業
別の連盟に正式に所属していない企業であっても、
その協定の遵守義務が法律上発生する。そしてこ
の法律上の義務は、実態としても厳格に守られて
いる。労働協約の内容は、日本においては各企業
が普通は作成している就業規則に該当する広範で
詳細な内容を含んでいる。すなわち年間労働時間、
年齢・経験・年数・職種別に定められている最低
賃金表、特別休暇日数、昇給額、年間のベースアッ
表2 オランダの公的扶助の基準 (2001年度)
21歳から 65歳まで ギルダー ニL ーロ 円(為替レート) 円(購買力平価)
既婚の 月額 22侃.65 1001.33 11-12万円 22-24万円
パートナー 休暇手当 111.26 50.49 5千-6千円 1-1.2万円
月額合計 2317.91 1051.82 11.5万-12.5万円 23-25万円
寡婦あるいは 月額 1544.66 7∞.94 7.5万-8万円 15万-16万円
寡夫 休暇手当 7.槌 35.34 3千-4千円 6千-8千円
月額合計 1622.54 736.28 8万-8.5万円 16万-17万円
単身者 月額 1103.33 500.67 5.5万-5.6万円 1万-11.5万円
休暇手当 55.63 25.24 2.5千-3千円 5千-6千円
月額合計 1158.96 525.91 5.8万-6万円 11.5万-12万円
単身者あるいは 月額 441.3 200.26 2万-2.3万円 4万-4.6万円
寡婦及び寡夫へ 休暇手当 22.25 10.10 1千-1.2千円 2千-2.5千円
付加給付上限 月額合計 463.58 210.90 2.1万-2.5万円 4.2万-5万円
注1 この他に、 5歳以上、および21歳以下等のケー スの表があるが、それは省略した。
注2 寡婦あるいは寡夫に対する支給が少ないのは、この給付とは別に、すべての国民に対して、月額日本円(為替レー ト)で3万円
程度の児童手当が支給されているためと思われる。
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プ、残業規制などを含んでいる。
その賃金表は、最低賃金というよりも基準賃金
という方が適切であって、企業経営者に許される
自由は、労働協約で定められた賃金を上回って支
給する自由しかないので、大概の場合、この賃金
表通りに支給することになる。さらに一度設定し
た給料は降格されることはないので、ほとんどの
企業は規模のいかんにかかわらずこの賃金表通り
に支給している。ただし好況で若い労働力が不足
する場合はそれよりも号|き上げる場合が出てくる
という(注(6))。
表2にもどって、一番下の欄に、「単身者およ
び片親のための手当上限」という項目がある。オ
ランダの労働協約においては、最低賃金は生活必
需品の価格と平均的な住居費を考慮にいれて決定
される。これは地域によって異なるので、片親お
よび単身者について、地方自治体が住居費のため
の最低賃金部分の20%を上限として増額すること
が認められている。その増額の上限の額がこの欄
で示されているのである。
オランダの賃金制度で、さらに特筆すべきこと
は、パートタイムの労働者とフルタイムの労働者
の賃金格差が基本的にはないことである。これに
ついては、長坂寿久氏の『オランダモデルj(日
本経済新聞社)にくわしく述べられているが、労
働運動の成果として、 1996年に労働時間差による
差別を禁止する法律が制定され、現在では基本的
には、その差別はなくなっている。 1997年の調査
によると、フルタイム労働者とパートタイム労働
者の時間当たりの賃金格差は5%以内というデー
タが紹介されている。日本のように、パートタイ
ム労働者が、正規の労働者よりもはるかに低い賃
金で働かされている国からすると夢のような話で
ある(注(7))。
4. オランダの社会保障制度
a)オランダの被雇用者の社会保障制度の概要
オランダの社会保障制度は大きく分けて、被雇
用者のための社会保障制度と国民全体を対象とす
る社会保障制度の二つに分けることができる。表
3は、その主なものを整理したものである。最初
の被雇用者の社会保障は、失業保険、就労不能保
険、疾病保険の3つである。
また国民の社会保障制度については、主なもの
は、強制医療保険、国民年金、寡婦・寡夫・孤児
年金(日本でいう遺族年金)、特殊医療保険(日
本でいう介護保険)、それに児童手当等を含めて
7つで、ある。これらの制度はそれぞれ複雑な内容
で定められているうえに、年々改正されているの
で、正確にその内容を紹介する事自体が大変な作
業となる。
被雇用者の保険について、日本と大きく異なる
点の第1は、就労不能保障という制度があること
表3 オランダの社会保障制度
略称 英 文 日本訳
WW Unemployment Benefits Act 失業保険制度
被雇用者の社会保障制度 IWULBZ Act on Expanding Continuing 傷病給付制度
Salary Payment during Ilness 
WAO Disability Benefits Act 就労不能保障
ZFW Hea1th Insurance Act 医療保険制度
AAW General Disabilities Pensions Act 障害者年金制度
AKW General Children Act 児童手当制度
国民の社会保障制度 AOW General Old Age Pensions Act 老齢年金制度
ANW General Survivors Pensions Act 遺族年金制度
AWBZ General Act on Exceptional Medical Expenses 介護保障制度
ABW National Assistant Act 公的扶助制度
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である。これは rdisability insuranceJという
言葉の訳であるが、従来「障害保障」などと訳さ
れてきた。しかし、日本の障害保障とはまったく
異なり、一般に失業保障の継続のような形で支給
されてきた経過があり、「就労不能保障j という
訳語の方が適訳であると思われる(注(8))。この
制度は被雇用者のみならず、自営業者に適用され
る制度もあり、次の強制医療保険とならんで、被
雇用者と国民の2層の制度となっている。これが
労働者、国民にとっては、セーフテイネットの極
めて厚い網のーっとなっているのであるが、政府
にとっては、この制度にからむいわゆる「アプセ
ンテイズムーずる休み」が大きな社会問題となり、
つぎの疾病保険と並んで、 80年代以降20年以上に
わたって、その改革・見直しに政府は苦心を重ね
てきた経過がある。そのことについては後に詳述
しfこい。
第2に、被雇用者の疾病保険については、日本
の健保あるいは労災に似ているが、傷害あるいは
疾病のために、業務を遂行できない労働者に対し
て、支払われるものである。就労不能保障の場合
には、傷害あるいは疾病の原因が問題とされるが、
疾病給付にさいしては、その原因は問題にならな
い。給付率は就労不能給付と同じように、税引き
前の給付の80%が支給されることになっている。
日本よりもはるかにその適用が容易に行われるの
は、倉部氏も指摘しているところである。
日本と比べてもっとも大きなちがいは、最低賃
金がパートを含めて保障され、失業保障と就労不
能保障の二つのネットによって、労働者の生活の
安心・安全が保障されていること、さらに中以下
の所得の人については、労働者も自営業者もつぎ
に述べる患者負担のない公的医療保険によって、
医療を受ける権利が保障されていることなどがそ
の特徴としてあげられるであろう。
b)国民の社会保障制度
「強制医療保険」、すなわちオランダの公的医
療保険は、一定の所得以下の人々が強制的に加入
させられる医療保険のことであり、日本の健康保
険にあたる。 2002年現在、被雇用者の場合は、税
込み年収が30，700ユーロ(日本円換算で368万
4，000円)、 65歳以上の人の場合は、税込み年収
19，550ユーロ (234万6，000円)、自営業者の場合
は、税込み年収19，650ユーロ (235万8，000円)以
下の人は強制加入させられることになる。購買力
平価が為替レートの2倍とすれば、日本人の感覚
では、年収700万円程度以下の人々は公的医療保
険に強制加入することになり、それ以上の所得の
人々は、民間保険会社の医療保険に加入すること
になっている(注(9))。つまり、民間と公的保険
の二本立てになっている。オランダの被雇用者の
平均日収は15.7ユーロであり、 1カ月だとその20
倍として314ユーロになるから、平均の収入より
もやや高い人々以上については、民間の医療保険
に加入することになる。ただし医療については、
その供給の不足が問題とされており、国の大きな
政策課題になっている。
国民全体を対象とする社会保障制度全般につい
ても、日本と異なった特色をいろいろ指摘するこ
とができる。第1には、「特殊医療保険J(General 
Act of Exceptional Medical Expenses、略称
AWBZ)という、日本の介護保険制度にあたる制
度の特徴である。日本の介護保険制度がオランダ
発ドイツ経由で導入されたといわれているが、日
本の制度と比べた場合、それは似て非なるもので
ある。最大のちがいは、その財源にある。日本の
介護保険が低所得者を含めて、すべての住民から
介護保険料を徴収するのに対してオランダの場合
は、所得税のかなりの部分をこの介護保険の財源
にまわしていいる。
オランダの場合、所得課税は国税の所得税のみ
であって、日本のように、所得課税が所得税と住
民税に分かれてはいない。所得税の税率は、表4
のように、 32.35%、37.85%、42%、52%の4段
階になっている。これは2001年度から改正された
税率であり、それまでの最高税率は60%であった
(注(10))。
ところでオランダの場合、所得税の最低税率が
適用される32.35%の部分および次の税率が適用
される37.85%のうち、 10.25%は、介護保険にあ
たるAWBZの財源にまわされ、 17.90%は老齢基
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表4 オランダの所得税の税率 ると、ここでも課税最低限以下の低所得者には、
税率
32.35% 
37.85% 
42.00% 
52.∞% 
所得区分
15，331ユー ロ
上記を上回る 12，516ユー ロ
19，898ユー ロ
それ以上の金額
注1 この税率に対して、 10数種類の税額控除があるが、日本の
基礎控除に当たるGeneralTax Creditは、 1，647ユーロであ
る。これは日本円に換算すると20万円程度になるが、さらに
基礎控除に換算すると60万円程度になる。これに加えて児童
税額控除をはじめとするさまざまな税額控除がある。
礎年金(略称・ AOW)にまわされ、さらに1.25
%は、遺族年金(あるいは寡婦・寡夫・孤児年金、
略称ANW)にまわされることになっている。し
たがって32.35%の所得税のうちでいえば、いわ
ゆる一般財源にまわされるのは2.95%にすぎない
のである。
これが意味しているのは、日本のように、所得
税の支払えないような課税最低限以下の人々に介
護保険料はかけないことである。オランダにおい
ても、 2000年までは、基礎控除の制度があったし、
2001年以後は税額控除の制度がある。 2000年度ま
では、 8，950ギルダー(日本円の為替レートに換
算すると44万7，500円、購買力平価に換算すると
89万5，000円)の基礎控除があった。 2001年以降
は表4の注に示したように、 1，647ユーロ(日本
円にして、為替レートでは20万円、購買力平価で
は40万円)の基礎的税額控除があり、さらにこの
税額控除以外にも多くの税額控除があるが、専門
的になるので、ここでは詳しくは立ち入らない。
いずれにしても日本でいえば年収100万円以下と
いった人々にまで、介護保険の保険料はかけない
ということだ。ここが日本とオランダの大きなち
がいである。
さらに老齢基礎年金 (AOW)についても、所
得税の税率区分最初の 2段階のうちの17.90%が
その財源にあてられている。これは何を意味する
のか。日本においては、国民年金の保険料が高く
て払えない滞納者、未加入者、免除者 (3分の1
しか支給されない)が数百万にのぼり国民年金の
制度そのものが破綻しそうになっているのに比べ
基礎年金の保険料はかからないしくみになってい
る。介護保険にしても、基礎年金にしても、所得
税を払っていないからといって受給資格を制限す
るようなことはしない。
もっとも介護保険を適用される場合、一定の負
担金は必要になる、これは応能負担になっていて、
所得の少ない人には、少ない負担になっている。
所得の少ない人になぜ負担を課するのかという疑
問をもつかもしれないが、オランダにおいては、
最初に述べたようにセーフテイネットの網が厚く
て、最低賃金、生活保護、就労不能給付、基礎年
金などのいずれかの網にかかるようになっている。
したがって負担金といっても、そのいずれかの給
付の範囲で支払える程度の負担金であるというこ
とを理解しなければならない。
c)福祉サービスの供給の高い水準
所得税の最低税率および次の税率の10.5%を介
護保険の財源にまわし、それを介護の費用にあて
るから、財源は非常に潤沢で、あるといえる。運営
のしくみはつぎのようになっている。
この保険制度は1967年に発足し、翌年1月から
施行に移されたが、介護保障の対象として、日本
のように65歳以上に限定せず、サービスについて
は、障害のある人すべてに開放されている。ただ
し老人ホームについては一定の年齢以上が入所し
ていることになっている。カバーしているサービ
スは、 98年現在の担当省庁の資料によると、表5
のようになっている。これを見ると分かるように、
長期の入院、精神病院への入院、在宅ケア、リハ
ビリ、障害者のケア、児童に対する予防のサービ
スなど広範な範囲にわたっている。我々は、 2001
年にオランダのへムステド (Heemstede)という
都市にある「ハルテカンプJ(Hartekamp) とい
う障害者施設を訪問したが、 3，000ヘクタールの
敷地に各種の機能的で落ちついた施設が整備され
ていた。 3，000ヘクタールもあるのだから、施設
それ自体が欝蒼とした森の中にあるという感じで
あって、敷地の中を散歩しているだけで、精神が
落ちついてくる雰囲気であった。この3，000へク
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表5 特別医療費保険(介護保障制度)でカバーされている医療・介護サービス
栄養指導
1年以上の入院医療
精神病院での精神医療
一般病院、教育病院の精神病棟における精神医療
ナーシングホームおよび身体障害者施設でのケア
ナーシングホームにおけるデイケア
在宅ケア
リハrビリテーション
身体障害者ホステルへの入所
身体障害者デイセンターへの適所
ArnhemのHetdorpにおける障害者のケア
視覚障害者のケア
聴覚障害者のケア
精神薄弱者のケア
精神薄弱者デイセンターへの通所
精神薄弱者ホステルへの入所
精神科外来の地方施設 (RIAGG)によるサービス
地方組織 (Regionalorganization)によるShelter吋 accommodationにおけるサービス
非診療所精神科ケア
精神科外来
パートタイムの精神科治療
妊婦に対するB型肝炎の検査
先天性代謝異常の検査
児童に対するワクチン
親子に対するサービス
注 Ministryof Health， Welfare and Sport (19也)による。
2 1992年から1996年までは、薬剤サー ビス、リハビリテー ション、補装具の給付・貸与が特別医療費保険で
カバー されていたが、 1996年から短期医療保険に移行した。
出所 r世界の社会福祉・ドイツ・オランダ』旬報社、 336頁より
タールの敷地の中に、本部事務所の施設をふくめ
て、 20か所余りの施設が配置され、そこに約350
名の障害者が入所している。その施設の水準の高
さと職員の多さには驚いた。
日本流に考えると、こうした施設には障害者が
隔離させられていると考えるかもしれないが、そ
うではない。オランダでは日本よりも早くノーマ
ライゼイションと在宅ケアの波が押し寄せ、施設
よりも一般の住民とともに暮らす方向にすすんで
いる。もともとは貴族の屋敷であったこの広大な
建物が障害者施設に開放されたのは、 1953年で、
近く50周年を迎えるという。 15年前の入所者は
500人ほどいた。それが今では、付近の住居に分
散させる形でグループホームなどがつくられて、
現在入所しているのは350名ぐらいである。ちょ
うど日本から訪れた調査団の施設見学を 2グルー
プに分かれて行うことになり、筆者はその通訳を
担当したのだが、スポーツ施設の温水プールがあっ
て、自分では入れない障害者のために、器具を使っ
て入らせる工夫がしてあったり、動物を飼育して
楽しむ牧場があったり、家族の訪問者が気楽に語
り合える喫茶コーナーがあったり、視覚障害や聴
覚障害のリハビリ施設があったりして、さまざま
な配慮がなされていた。
職員の数を尋ねたのだが、その多くはパートタ
イマーとボランティアであった。これを日本流に
解釈すると人件費の節減のために安上がりの人事
政策をとっていると思われそうだが、そうではな
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い。まずさきに述べたように、ここオランダでは、
ノfー トの給与と正規職員の時間当たりの給与に格
差はないのである。そのメリットとして、勤務時
間が短くて融通性があるという特徴をもっている。
したがって福祉施設のような交代勤務を必要とす
る職場では、ノfートの方が運営しやすいというメ
リットもある。そこで週5日勤務のフルタイムに
換算して何人ほどの職員がいるのかという質問に
対して、 626人になるという答えが返ってきたの
には驚いた。これに加えて、 340名のボランティ
アが参加しているという。この施設のモットーと
しては、個々の入所者の特性を掌握し、個々人の
要求に基づいたサービスを提供しているというこ
とであった。さらに障害者やボランティアの協同
作業も重視されているということであり、きわめ
てレベルの高いサービスが供給されているという
強い印象を受けた。
5.福祉国家の形成とその見直し
a)福祉国家の形成
オランダで福祉国家といえば、市民の暮らしを
経済的な困難から防衛すると同時に、すべての人々
が増大する富を分かち合うために、国民がっくり
だした富を再配分する意味をも含んでいた。その
目標はすべての人々が生・活に心配をすることをし
なくてもいいようにするということであった。そ
のレベルの高さについてはこれまで具体的に述べ
てきたところである。
今日の福祉国家はいつ、誰によって形成された
のか。 rTheHistory of HollandJ (1999年刊)
を書いたマーク・ T・フッカーによると、オラン
ダの福祉国家は、 1930年代の大恐慌と第二次世界
大戦を経験した政治家達によって、 40年代、 50年
代、そして60年代の経済的な繁栄を背景にして生
み出されたとしている(注(11))。特に1950年代
の繁栄がその基礎をっくり出した。
もちろん第二次大戦によって、オランダはナチ
ス・ドイツに占領され、戦後は物資の不足に悩ん
だ。例えばオランダ人は無類のコーヒ一好きの国
民といわれるが、 1952年まで配給制だった。しか
しその後オランダ経済は急速な発展を遂げた。戦
後間もなくオランダ人は、自分たちは豊かになっ
てきたことに気がついた。戦後のオランダの政治
家達の目標は、まず戦前の水準にまで経済を復興
させることであったが、それが達成されてから，
福祉国家の実現をめざすようになった。
戦後の福祉国家・オランダを形成するのに貢献
したのは、 1948年から58年まで首相の座にあった
ウイレム・ドレースである。彼は労働党の党首で
あり、カソリックと労働党の連立内閣を組閣し、
その首相として、福祉国家の基礎を築いた。ドレー
スはカルビニストの素養をもったオールド・ソシ
アリストであり、勤勉実直の人であった。彼は酒
も飲まず、煙草も吸わず、執務には自転車で通っ
たといわれている。彼は、完全雇用とすべての人
の社会保障制度の確立のために、一つ一つ制度を
実現していった。
ドレースはオランダの老齢年金制度の父として
有名な人物である。この制度は1947年に創設さ
れ、 1957年に、今日のAOWCGeneral Old Age 
Pensions Act一老齢年金制度)として整備され
た。これが福祉国家を形成する礎石となった。当
時は経済に対する楽観主義と社会進歩への信念が
一般的な風潮であった。 1948年から1962年の14年
間に、生産力は2倍に上昇した。経済成長は社会
保障制度に対する労使と政府の合意を容易なもの
にした。さらに1959年に北海の天然ガスが発見さ
れ、その収益はストレートに政府の財政を豊かに
した。 1962年に児童手当制度 (AKW)が確立し、
1964年には医療保険制度 (ZFW)が、 65年には
生活保護制度 (ABW)が、そして67年には、さ
きに述べた介護保障制度 (AWBZ)が制度化され
た。こうして今日の福祉国家の制度は整備されて
きTこ。
ただしこうした制度が確立するはるか以前から、
民間の宗教団体、あるいは地域組織や小ク。ループ
によって福祉活動は行われてきた。特にオランダ
は歴史的には、中世以来の自治都市の伝統をもっ
と同時に、さきに述べたごとく干拓などの協同事
業を通じて相互の連帯を形成してきた。こうした
歴史の経過の上に国家的な制度として整備された
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のが40年代から60年代にかけてであった。
b) 70年代、 80年代の転換
73年の第1次オイルショックに始まる世界的な
経済の転換はオランダにも深刻な影響を及ぼした。
50年代、 60年代の繁栄は70年代以降の経済恐慌に
とって代わられ、失業率は増大し、予想しなかっ
た多くの人々が失業給付や就労不能給付をうける
ことになった。特にオランダの場合、 1979年の第
2次オイルショックの影響が強かった。個人消費
は落ち込み、インフレと失業が増大した。インフ
レを抑制するために、利子率を引き上げたが、そ
れが企業の倒産をもたらした。北海の天然ガスの
採掘と輸出は収益をもたらしたが、それが為替レー
トの変動でギルダーを高くさせて輸入を増大させ、
圏内企業の空調化をもたらすという逆作用をも生
み出した。
先に紹介したワッセナー合意が労使の間で締結
された背景には、オランダはこのような経済危機
に直面していたのであった。社会保障支出につい
ても、矛盾が顕在化してきた。 1953年当時、社会
保障支出は国民所得の5%をしめるにすぎなかっ
たが、続く 10年の聞に、それは11%に増大した。
1965年から75年にかけて公的扶助 (ABW)の支
給額は、 4億4，000万ギルダーから370億ギルダー
へ、 8倍に増大した。下平好博氏によれば、 1974
年に国民の生活難を背景に、法定最低賃金と公的
扶助、年金を連動させるという政策がとられたと
される(注(12))。
80年代にいたって、オランダ人は、福祉国家は
あまりにも金がかりすぎると感じはじめ、その見
直しに着手しだした。日本でも、臨調行革による
福祉の見直しが進みはじめたのと時期は一致して
いる。日本の臨調のスローガンの一つは、 i活力
ある福祉社会の建設一実は福祉に金を使いすぎる
な」であった。その路線は現在にいたるも継続さ
れている。しかしオランダを含むヨーロッパの福
祉の見直しと日本の見直しとではまるで質のちが
うところがある。それは第1に、ヨーロッパの福
祉の水準がもともと日本と比較にならないほどの
水準の高さに到達していて、少しぐらいの見直し
をしても、その水準の高さは変わらないというこ
と、第2に日本とちがって、労働組合の力が強く、
労働組合と経営者の合意によって進められるため
に、きわめてゆるやかにしか進まないということ
がある。
例えば、さきに紹介したように、オランダには
就労不能保障という制度がある。これは失業にな
ると、失業手当てをふつうは8週間受けるのだが、
それが切れた時点で、就労不能と認定されると、
その程度に応じて、従前の税込み所得の最高80%
が支給される制度である。さきにも述べたように、
日本においては障害手当といった訳がなされてい
たが、日本の障害手当とは似て非なるものであり、
就労不能手当という訳の方が適切である。例えば
図1をごらんいただきたい。これは失業給付、就
労不能給付、疾病給付の数の年次変化を示したも
のであるが、就労不能給付の受給者が、失業給付
の受給者と同じくらい多く、事実上失業者の保障
という機能をもっていることが分かる。 80年代以
降のオランダの被雇用者の福祉の見直しはこの就
労不能保障と疾病保障の見直しの歴史といっても
よいのであるが、これも日本とまったくことなり、
経営者と労働組合の強固な基盤があり、それを少
しずつ変えるという日本では信じられないような
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図1 各種の被雇用者の社会保障の受給者数の推移
ゆるやかな改革なのだが、ここでそれを詳しく紹
介するゆとりはない。
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c) 2002年の変化
最後に、 2002年に行われた総選挙とその後のオ
ランダ社会の変化の動向を紹介したい。オランダ
には2院からなる議会があり、上院の議席は75、
下院の議席は150で、戦後の福祉国家の形成につ
いては労働党が大きな役割を果たし、また80年代
以降は福祉の見直しを政策の重要な目標の一つに
してきた。 2002年まで、は、コック氏を首相とする
労働党、自由党、民主党の連立内閣であったが、
国際的な事件の責任を問われてコック内閣が総辞
職し、 2002年の5月15日に下院の投票が行われた。
投票の結果、連立与党の3党はそろって支持を
減らし、それまでの最大野党であったキリスト教
民主同盟 (CDA)が第 1党に進出した。加えて
右派(極右という訳がなされているが右派という
訳の方が正確と思われる)といわれるフォルトゥ
イン党 (LPF)が第2党に進出した。選挙の直前
にこの党のカリスマ的な指導者といわれたフォル
トゥイン氏が暗殺される劇的な事件が起こり、控
目を集めていた。 2002年7月22日に、中道右派の
パルケネンデ内閣が発足した。キリスト教民主同
盟 (CDA)，フォルトゥイン党 (LPF)， 自由民
主国民党 (VVD)の 3党連立内閣であり首相に
はキリスト教民主同盟の党首ノすルケネンデ氏が就
任した。この3党の政策合意文書は、 A4版で約
50頁の文書にまとめられた(注(13))。ただし後
にのべるようにこの内閣は成立後間もなく崩壊し、
2003年にまた総選挙が行われた。
もともとこうした政変の背景としては、第一部
で紹介したように、 90年代を通じて、 EUでもっ
とも低い失業率と経済成長を実現してきたのが、
2001年を迎えて、経済成長率は1.1%に低下し、
インフレ率もヨーロッパでもっとも高い4.3%に
はねあがるなどマクロ経済の指標は悪化してい
た。加えて移民問題、それと関連した治安問題、
医療問題、教育問題などの矛盾か深まっていたの
である。
オランダの厚生・教育・労働・文化などの関係
省庁が共同で設置している研究機関・SCPが1999
年に発行した『オランダ社会の25年.](注(14))
によると、いわゆる移民による少数民族 (ethnic
minority)は、 25年前の1971年には、 20万6，000
人で、人口に占める比率は1.6%にすぎなかった。
ところが1997年には、 147万3，000人となり、人口
に占める比率は、 9.4%に上昇した。いまやアム
ステルダム、ハーグ、ロッテルダム、ユトレヒト
の4大都市においては、トルコ、モロッコ、スリ
ナム、東欧諸国などから多種の移民 (ethnic
minorities)が3分の 1を占めているといわれて
いる。町を歩いていても、ニューヨークのように
多様な人種が闘歩している。
この移民の増大は福祉国家の維持と存続に関連
しては、きわめて難しい問題のーっとなっている。
というのは、これらの移民労働者は概してまだ長
期に定住してきたわけではなく、オランダの社会
と文化に馴染んでいない。失業と貧困と犯罪とい
うおよそ福祉国家にとって頭の痛い問題を生み出
しているからである。
福祉国家は、うまく機能している労働市場、効
率的な資本市場、それを可能にする国民の教育水
準、長期にわたる定住と一定の水準の文化とモラ
ルを前提にしている。急激な発展途上国からの移
民の増大はこれら福祉国家の存立を崩壊させかね
ない危険をはらんでいる。移民はさらに増大して、
図2に示されているように、 2015年には、 247万
(2000年以降は推計値)
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出所・注14の「オランダ社会の25年J(英文)より
図2 人口に占めるエスニック・マイノリティの推移
600人となり、人口の15%を占めるようになると
予測されている。こうした状況に対して危機感を
抱くオランダ人は少なくない。右派の政党が支持
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を拡大した背景には、福祉への見直しとともに移
民への対策もからんでいる。
パルケネンデ内閣は、治安問題、医療問題、教
育問題、外国人問題を4大政治案件としてとりあ
げ、外国人の移住に関しては、オランダ社会への
融合の可能性の低い移民の流入を減らすとの方針
を打ち出している。ヨーロッパの福祉国家成立の
背景には雇用や労働者の教育、生活など資本主義
経済の矛盾に対する緩和政策と同時に、それが長
い植民地の支配によって蓄積された富を分配する
ことによって可能にしてきた面を忘れてはならな
い。旧植民地が政治的には独立したが、巨大な経
済的な格差を残したまま先進国が福祉国家を維持
していけるのか否かが問われている。
しかしパルケネンデ連立内閣は、発足してから
も政策上の合意が形成できず、 2002年の10月に総
辞職するという結果になった。 2003年の 1月22日
に、内閣総辞職の後、 2003年の 1月22日に総選挙
が行われ、その結果が注目されていたが、 2002年
の5月の選挙で躍進した右派のフォルトゥイン党
は大敗し、前回議席を大幅に減少させた労働党が
再び議席を回復した。同選挙における議席は、キ
リスト教民主党44(1増)、労働党42(19増)、自
由民主党 (VVD)28 (4増)、社会党 (SP) 9 
(増減なし)、フォルトゥイン 808減)、緑・左
翼連合8(2減)となった。ふたたびキリスト教
民主党、労働党を中心とする連立内閣にもどるこ
とは予想されるが、内部に福祉国家の困難を抱え
ていることに変わりはない。
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賢明教授や角橋徹也氏、そしてオランダ住宅調査
団の早川和男団長、さらに現地の奈良佑一氏など
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Key Words (キー・ワード)
Polder (干拓:堤防を築き、 1の水を海に排出して陸地を形成すること。オランダの国土
の4分の 1は干拓によってつくられたものであり、これが都市の土地の公有のもとになっ
ている。)， Housing Act (住宅法:1901年に制定された法律で、住宅のミニマムの基準を
制定すると同時に、広く都市計画や土地利用を居住者のために促進する原動力となった。)，
Welfare State (福祉国家:1930年代の不況の時代に国家が国民生活の安定を保持する
ために社会保障や最低賃金の制定など福祉政策を推進することをめざした。その背景には
ソビエトなどの社会主義の成立と資本主義国の労働運動の発展がある。)， Disability 
Insurance Act (就労不能保障:失業保険の期限が切れてなお就職できないときに、従前
の給与の一定割合、例えば80%を支給する制度。 70年代の経済危機以降、オランダではそ
の見直しがはかられてきたが、なお基本的な社会保障制度として機能している。)， AWBZ: 
(General Act on Exceptional Medical Expensesの略称、特殊医療保険とも訳されるが、
実質的には、介護保障制度である。しかし日本のように、低所得者からも介護保険料を徴
収するやり方ではなく、所得税の一定部分がその財源に充てられている。したがって、課税
最低限以下の人はその費用を負担しない。)
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The total area of the Netherlands is 1.3% smaller than that of the island of 
Kyushu. The country， from its early days， have tried hard to expand the area 
through reclamation works， and since the mid-19th century urbanization proceeded 
rapidly. In Japan its national function are highly centralized in Tokyo， while in the 
Netherlands they are decentralized among Amsterdam (commercial)， Den Haag 
(administrative) and Rotterdam Cindutrial). Since the promulgation of the Housing 
Act of 1901， the country has adopted unique public housing policies and has made 
remarkable achievements in this field. 
The Netherlands has also made significant acheivements in its post-war welfare 
programs. In addition to introducing unemployment insurance systems， itinstitutionalized the 
Disability Insurance program， unthinkable in Japan， and synchronized its minimum 
wage system with its public assistance and national pension systems to support people's 
healthy and comfortable life. For aged persons in need of special care， itintroduced a 
special medical insurance system in 1967 to further improve its public welfare programs. 
Compared with Japan， the Netherlands attached more importance to support the daily 
life of lower income people. The countrγexpends larger part of its income tax revenue for 
the national pension fund and welfare programs for senior citizens. 
Recently the Netherlands has come to face the problem of increasing number of 
immigrants and welfare program abuse. 
